第3次不法行為法リステイトメントにおける多数当事者間責任分担の多様性 by 照井,遥瑛
――
研究論集委員会 受付日 2018年 9 月21日 承認日 2018年10月29日
法学研究論集
第50号 2019. 2
第 3 次不法行為法リステイトメントにおける
多数当事者間責任分担の多様性
Variety of Liabilities among Multiple Parties in the
Restatement Third, Torts
博士後期課程 民事法学専攻 2018年度入学
照 井 遥 瑛
TERUI Haruaki
【論文要旨】
本稿は，我が国の不法行為法，とりわけ競合的不法行為における多数当事者間の責任分担方法と
しての原則連帯責任，例外分割責任という構造は，加害者多数事例の多様性から鑑みて，被害者救
済と行為者の行動の自由のバランスを適切に考慮した責任分担のあり方として妥当といえるかとい
う問題意識を出発点として，不法行為法の法源が州の判例法であるアメリカで2000年に公刊され
た「第 3 次不法行為法リステイトメント責任の分担編」を考察するものである。本リステイト
メントを題材として，アメリカにおける多数当事者間の不法行為責任の分担に関するルールを考察
し，我が国での問題の解決にとっての有益な示唆を得ることを目的としている。
前稿では，寄与過失から比較過失への転換という経緯を前提とし，独立不法行為競合事例におけ
る多数当事者間の不法行為責任の分担に関する 5 つのアプローチ（トラック A～E）のうち，純粋
な連帯責任原則（トラック A）と個別責任原則（トラック B）について考察した。
本稿では，残りの 3 つのアプローチ（トラック C～E）を考察し，最後に，本リステイトメント
が独立不法行為競合の場面おいて拠って立つ基本的立場を明らかにする。
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1 大塚直「原因競合における割合的責任論に関する基礎的考察―割合的不法行為を中心として」星野英一先生
古稀祝賀『日本民法学の形成と課題(下)』（有斐閣，1996）876頁以下，難波譲治「共同不法行為の効果とし
ての一部連帯」淡路剛久先生古稀祝賀『社会の発展と権利の創造―民法・環境法学の最前線』（有斐閣，
2012）375頁以下など。
2 大阪地判平成 7 年 7 月 5 日判時1538号17頁（西淀川第 2 次～第 4 次訴訟）など。
3 最判昭和43年 4 月23日民集22巻 4 号964頁（山王川事件判決），最判平成13年 3 月13日民集55巻 2 号328頁
（交通事故と医療過誤の競合）など。
第 3 章 トラック E 損害の類型に基づく混合責任
むすびに代えて
はじめに―問題の所在と本稿の構成
我が国の不法行為法において複数主体による加害行為一般（共同不法行為）を規律する民法719
条は，その効果として，加害者各自が被害者の全損害について連帯責任を負う旨規定する。同条を
めぐっては，判例により1960年代から70年代にかけて多く発生した公害事件を中心に，被害者保
護が強調され，これまで積極的に複数加害者に連帯責任が課されてきた。
そのような中，近時クローズアップされている都市型大気汚染，交通事故と医療過誤の競合，建
設アスベスト訴訟のような，複数の加害者（場合によっては被害者も）が損害に独立に関与し，被
害者に単一かつ不可分の損害を生じさせる事件類型（競合的不法行為）においては，各加害者に全
額連帯責任を負わせるのが酷である場合もあるとして，被害者を含めた多数当事者間で妥当な責任
分担を図るべきであるという考え方が有力となりつつある1。
しかし，加害者の責任割合に応じた分割責任論や一部連帯論を用いたこのような考え方は，下級
審裁判例2 で示されたことはあっても，判例法理にはなっておらず3，「例外（特段の事情が存する
時のみ適用）」の枠を出ない状況にある。このことは，損害に独立に関与した各不法行為者に対し
て連帯責任あるいは分割責任を課すのにふさわしい場面がどのようなものかについての理論的な検
討がまだ十分になされていないからだと思われる。そのため，このような我が国の不法行為法，と
りわけ競合的不法行為における多数当事者間の責任分担方法としてのいわゆる原則連帯責任，例外
分割責任（一部連帯）という構造が，加害者多数事例の多様性から鑑みて，被害者救済と行為者の
行動の自由のバランスを適切に考慮した責任分担として果たして妥当といえるか再考する余地があ
ると考える。
以上の問題意識のもと，不法行為法の法源が州の判例法であるアメリカの状況に目を転じてみる
と，複数の独立した主体による加害行為が被害者に単一かつ不可分の損害を生じさせた事例におい
て各加害者が負う責任形態として，連帯責任も個別責任（分割責任）も「原則」となり得る立場が
とられている。すなわち，各州が独自の責任形態を多数当事者間の不法行為責任分担の原則として
採用・運用しているのである。そして，各州の採用・運用形態をまとめた成果物が，アメリカ法律
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4 拙稿「アメリカ不法行為法における多数当事者間の責任分担ルール―第 3 次不法行為法リステイトメントを
手掛かりとして」法学研究論集第49号（2018）163頁以下。
5【第17条】 独立不法行為者に対する連帯責任又は個別責任
「複数人の独立した不法な行為が不可分の損害の法的原因である場合，適用法域の法（the law of the ap-
plicable jurisdiction）が，それらの者が連帯責任を負うか，個別責任を負うか，又は連帯責任と個別責任の
混合の下で責任を負うか，を決定する。」
協会（American Law Institute : ALI）によって「第 3 次不法行為法リステイトメント責任の分
担編（Restatement Third, Torts : Apportionment of Liability）」（以下，「本リステイトメント」）
として2000年に公刊されている。
本リステイトメントは，独立不法行為が競合して被害者に単一かつ不可分の損害を引き起こした
場合において多数当事者間の不法行為責任をどのように分担すべきかに焦点を当てて，各州の裁判
所で下されてきた判断を中心に整理し，一定の方向性を見出している。しかしながら，これまで我
が国では，本リステイトメントの基本姿勢の考察はおろか，その概要の紹介すらほとんどなされて
こなかったように思われる。そこで前稿4 に引き続き，本稿も，本リステイトメントを題材とし
て，アメリカにおける多数当事者間の不法行為責任の分担に関するルールを考察し，我が国の多数
当事者間の不法行為責任の分担のあり方への示唆を得ることを目的とする。
前稿では，まず，本リステイトメントの骨格を明らかにする上での前提作業として，不法行為責
任の分担に関してかつてアメリカ不法行為法において広く認められていた法理である寄与過失と，
現在アメリカで広く認められている法理である比較過失を概説した。そして次に，本リステイトメ
ントが採用する基本ルールを紹介した後，本リステイトメントが第18条以下において定めてい
る，独立不法行為が競合して不可分の損害を引き起こした場合における多数当事者間の不法行為責
任の分担に関する 5 つのアプローチ（トラック A～E）のうち，純粋な連帯責任原則（トラック A）
と個別責任原則（トラック B）に規定されている条文を取り上げ，その内容を考察した。
本稿は，残りの 3 つのアプローチ，すなわち，「再配分を伴う連帯責任」であるトラック C（第
1 章），「比較責任の比率の閾値に基づく混合責任」であるトラック D（第 2 章），及び「損害の類
型に基づく混合責任」であるトラック E（第 3 章）に規定されている条文を取り上げ，その内容を
考察する。そして最後に，前稿での考察と合わせて，本リステイトメントが独立不法行為競合の場
面において拠って立つ基本的立場を明らかにし，我が国での問題の解決にとって有益な示唆を得ら
れるのかについて検討する。
第章 トラック C 再配分を伴う連帯責任（Joint and Several Liability with Realloca-
tion）
本リステイトメントは，第17条において，不可分の損害を引き起こした独立不法行為者に対し
て，連帯責任，個別責任，又はこれら二つを何らかの基準をもって組み合わせる混合型の責任が採
用されるべきかについて統一的なルールを提示することは不可能であると規定する5。その代わ
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り，第18条以下において，多数当事者間の責任分担についての原則を 5 つのトラックに類型化し
て，各州に解釈指針を示している。以下，まずはトラック C について考察する。
トラック C は，不可分の損害を引き起こした独立不法行為者に対する連帯責任原則（トラック
A）を前提としつつ，被告の無資力のリスクを他の責任のある訴訟当事者に再配分するアプローチ
について 4 箇条定める。
【第 C18 条】 不可分の損害に関する複数の不法行為者の責任
「複数人の独立の不法な行為が不可分の損害の法的原因である場合，第 C21 条の再配分規定に基
づいて，各人は不法な行為に起因する回復可能な損害賠償金に関して連帯責任を負う。」
【第 C19 条】 責任の割当連帯責任を負う被告
「一人の被告及び少なくとももう一人の当事者，和解不法行為者，又はその比較責任が原告の不
可分な損害に関する責任を割り当てることに法的関連性がある，第 C20 条(a)に規定されている使
用者が存在する場合，各当事者，各和解不法行為者，及び第 C20 条(a)によって認められるよう
に，原告の損害の法的原因である不法な行為に従事したと事実認定者によって認定され得る各使用
者は，比較責任の比率の割当のために事実認定者に付託される。」
【第 C20 条】 免責使用者（immune employer）に割り当てられる責任の効果
「当事者が，原告の使用者が原告の損害に関して何らかの責任を負うと主張する際，(a) 準拠す
る法域の法が，被用者である原告による訴訟から免れるのは別として，使用者の比較責任に基づい
て，回復可能な損害賠償金の減少を認める場合，又は，被告による使用者に対する求償権を認める
場合，その使用者は比較責任の比率を割り当てられ得るのであり，かつ，(i)回復可能な損害賠償
金は準拠する法域の法によって認められるように減じられる又は(ii)求償権は準拠する法域の法
及び使用者の比較責任によって認められるように付与される。
(b) 準拠する法域の法が，使用者の比較責任に基づく回復可能な損害賠償金の減少又は使用者に
対する求償権のいずれかを認めない場合，その使用者は比較責任の比率を割り当てられない。」
【第 C21 条】 判決の執行不可能に基づく損害賠償金の再配分
「(a) (b)で規定されていることを除いて，被告が，求償に関する判決が他の被告から完全に回
収され得ないということを証明した場合，裁判所は，原告を含む他の全ての当事者に対して損害賠
償の回収不能な部分を，他の被告に割り当てられる比較責任の比率に応じて再配分する。
(b) (a)に基づく再配分は，第12条（故意不法行為者）又は第15条（共謀行為者）に従って連帯責
任を負う被告には利用できない。第13条（代位責任）又は第14条（故意不法行為の特定のリスク
から原告を保護することを怠ったことに責任がある不法行為者）に従って他者に割り当てられた比
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6 See DAN B. DOBBS, PAUL T. HAYDEN, ELLEN M. BUBLICK, HORNBOOK ON TORTS 901902 (West Publishing
Co. 2th ed. 2016).
7 統一州法案とは，アメリカ各州の法律の統一を促進するために創設された統一州法委員全国会議（National
Conference of Commissioners on Uniform State Laws）が，特定の法分野について各州の法律のモデルとし
て作成した法案である。法案を立法化するか否か，立法化の際に修正を加えるか否かは各州議会の自由であ
る。田中英夫編『英米法辞典』（東京大学出版会，1991）575, 878頁。
較責任の割合に関して法的責任を負う被告も，それらの条文によって課される責任の再配分を得る
ことはできない。」
トラック C は，原告に不可分の損害を引き起こした独立不法行為者に原則連帯責任を課す法域
において，被告の中に無資力者がいる場合に，その負担分を他の責任のある訴訟当事者（原告を含
む）に割り当てし直すアプローチ（以下，「再配分制度」）を提示する。無資力者の負担部分は，資
力のある他の訴訟当事者の責任割合に応じて再配分される。
再配分制度の運用例は次の通りである6。B と C の独立の不法な行為が原告である A に不可分の
損害を生じさせ，A は B と C を訴えた。事実認定者は原告の損害額を100,000ドルとし，A に10
，B に60，C に30の責任を認定した（B と C は90,000ドルについて連帯責任を負う）。A は
B から90,000ドルの損害賠償を獲得した。B は自己の負担額の超過分30,000ドルについて C に求
償することができるが，既に C は無資力状態に陥っていた。この場合，C の負担額30,000ドル
は，裁判所によって A と B の責任割合（16）に応じて割り振られ，A の負担額は14,286ドル，
B の負担額は85,714ドルとなる。その結果，B は A に対し4,286ドルを求償することができる（あ
るいは，A は B に4,286ドルを返還する）。
再配分制度は，「統一州法案（uniform state law）」7 の一つとして1977年に公表された「統一比
較過失法案（Uniform Comparative Fault Act）」において採用された。
本法案は，公表当時アメリカの多くの州が比較過失を採用するに至っていたということを認識し
つつも，共同不法行為者に対してコモン・ロー上の連帯責任原則を維持する立場を取っている（第
2 条(c)）。そして再配分制度は第 2 条(d)に以下の通り規定されている。
「判決後〔1 年〕以内に申立があった場合，裁判所は，ある当事者の負担部分の全部又は一部が
その当事者から回収不能であるという決定をし，過失ある原告を含む他の当事者に，それぞれの過
失割合に応じて，回収不能となった額を割当し直さなければならない。ただし，その責任が他に割
り当てされた当事者は，求償を免れるわけではなく，判決に基づく原告に対する責任も存続する。」
同条に続いて付されている委員コメントによると，再配分制度を採用した目的は，ある被告の無
資力のリスクを他の資力のある被告に全て負わせるという連帯責任原則が内包する不公平と，その
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8 UNIF. COMPARATIVE FAULT ACT, §2(d), 12 U.L.A 39 (Supp. 1984) (Commissioners' comment). また，本リ
ステイトメントによれば，再配分制度の合理性は，Charles O. Gregory (Associate Professor of Law Univer-
sity of Chicago）よって以前から示唆されていたという。Gregory によれば，比較過失法の下では，損害に
対して原告にも過失がある場合には，共同不法行為者の一人の無資力のリスクを過失割合に応じて原告を含
む訴訟当事者に配分することが，比較過失法の目的に適う唯一の管理手法であるという。RESTATEMENT
THIRD, TORTS : APPORTIONMENT OF LIABILITY (American Law Institute Publishers, 2000) (hereinafter
``RESTATEMENT THIRD'') §C22 reporters' note cmt. a ; CHARLES O. GREGORY, LEGISLATIVE LOSS DISTRIBU-
TION IN NEGLIGENCE ACTIONS 142 (The University of Chicago Press. 1936).
9 RESTATEMENT THIRD §A18 cmt. a, §C19 cmt. h.
10 MICHAEL C. DUFF, WORKERS' COMPENSATION LAW : A CONTEXT AND PRACTICE CASEBOOK 6 (Carolina Aca-
demic Press. 2013）中窪裕也『アメリカ労働法』（弘文堂，第 2 版）296297頁。
無資力のリスクを原告に全て負わせるという個別責任原則が内包する不公平を解消することにある
という8。このことから，再配分制度は，共同不法行為事例において原告の過失もまた損害に寄与
している場合の原告・被告間の責任の公平な分担の実現という政策上の要請に応えるために考案さ
れたものであり，その基礎を判例法に直接置くものではないと考えられる。
本リステイトメントは，この再配分制度を，複数の独立不法行為が競合して被害者に不可分の損
害を引き起こした場合における多数当事者間の不法行為責任の分担手法の一つとして提示している。
第 C18 条及び第 C19 条はトラック C に特有の規定ではなく，再配分制度を提示するトラック C
が，不可分の損害を引き起こした独立不法行為者に対して連帯責任を課すトラック A を前提とす
ることを確認する規定である。従って，原告は責任があるとされるいずれかの又は全ての被告を訴
え，かついずれかの又は全ての被告から全ての回復可能な損害賠償額を回収することができ，他の
潜在的責任当事者（potentially responsible person）を訴訟に併合する負担は被告が負うことにな
る，といったような原告に有利な結果がトラック C にも当てはまる9。
第 C20 条は，不法行為に基づく損害賠償と労働者災害補償制度（workers' compensation system）
の関係についての規定である。
まず，「免責使用者（immune employer）」とは，使用者から労災補償給付を受けた被用者は使
用者に対して不法行為に基づく損害賠償を請求することができないというアメリカ労災補償制度の
基本的性質により保護される使用者のことを指す。
アメリカの現行労災補償制度は原則として各州の労災補償法によって運用されている。各州の労
災補償法はその詳細においてかなりの相違があるが，被用者は使用者から労災補償給付を確実に受
けることができる代わりに使用者に対する損害賠償請求権を失うという「排他的な（exclusive）」
救済としての性格は，諸州の大勢において共通する点の一つである10。このような労災補償の排他
性は，コモン・ロー上の損害賠償制度の下では被用者が使用者から賠償を受ける見込みが極めて薄
かったが故に制定された当初の労災補償法に使用者の無過失責任に基づく補償制度を採用する見返
りとして被用者に認めさせたものとされる11。
次に，本条は，主として労働災害が使用者以外の第三者によって引き起こされた場合（第三者行
――
11 不法行為訴訟において，被用者が労働災害につき使用者に過失があったことを立証しても，使用者には寄与
過失（contributory negligence），危険の引受け（assumption of risk），フェロー・サーバント・ルール
（fellow servant rule被用者が使用者に対し，労働災害により被った損害の賠償を求める場合に，当該事故
がその使用者のもとで働く他の同僚被用者の過失によって起きたものである時には，使用者は損害賠償責任
を免除されるという法理）といった免責事由を抗弁とすることができたため，被用者が損害賠償を認められ
ることはほとんどなかった。MICHAEL C. DUFF, supra note 10, at 56加藤一郎「アメリカにおける労働者
〔災害〕補償法の発展」法学協会雑誌第82巻第 4 号（1966）446頁以下，林弘子「アメリカにおける労災補
償責任の法理と保険制度の形成」窪田隼人教授還暦記念『労働災害補償法論』（法律文化社，1985）50頁以
下。
12 RESTATEMENT THIRD §C20 cmt. b ; Frank J. Vandall, A Critique of the Restatement (Third) Apportionment As
it AŠects Joint and Several Liability, 49 EMORY L. J. 583 (2000).
13 使用者が代位権を行使する場合は，第三当事者被告から得た損害賠償額から労災補償給付額を先に回収した
後，残額を被用者に返還する。DAN B. DOBBS, PAUL T. HAYDEN, ELLEN M. BUBLICK, TORTS AND COMPENSA-
TION : PERSONAL ACCOUNTABILITY AND SOCIAL RESPONSIBILITY FOR INJURY 861 （West Publishing Co. 6th ed.
2009).
為災害）を想定している。
アメリカ各州の労災補償法は，被用者の使用者に対する損害賠償請求は認めないが，第三者行為
災害については，第三当事者被告（Third-party defendant）に対する被用者の損害賠償請求
（Third-party action）を認めている。典型的には，産業機械に瑕疵があり，その瑕疵が原因で業務
中に怪我をした被用者が機械の製造業者に対して製造物責任を追及するケースが挙げられよう12。
これにより，被用者は，使用者から労災補償給付を受けることができることに加えて，第三当事者
被告から損害賠償を得ることができるが，二重補となるのを回避するため，多くの州で労災補償
給付額の限度で使用者の被用者に対する先取特権（lien）あるいは代位権（subrogation right）が
認められている。すなわち，被用者が第三当事者被告に不法行為訴訟を提起し，損害賠償を得た場
合には，使用者は損害賠償額に対して労災補償給付額の限度で先取特権を有することになり，ある
いは万一被用者が第三当事者被告を訴えない場合には，使用者が被用者の名前で第三当事者被告を
訴えることができる13。
そして，本条における「当事者が，原告の使用者が原告の損害に関して何らかの責任を負うと主
張する際」という文言は，主な例として，被用者が機械の製造業者（第三当事者被告）に対して製
造物責任を追及する Third-party action において，製造業者が，被用者の損害は機械の瑕疵に帰す
るだけでなく使用者の過失にも帰すると主張した場面を指す。
既述の通り，各州の労災補償法に基づき，使用者は被用者に対して労災補償給付を行う以上の責
任を負わないので，大部分の州においては，被用者の損害につき使用者に過失があっても第三当事
者被告が結果として全ての損害賠償責任を負うことになる。しかしながら，一部の州は，第三当事
者被告と使用者間の，換言すれば，不法行為に基づく損害賠償と労働者災害補償制度間の責任の配
分について，特別な規定を採用している。
その特別な規定は本条の(a)において二つ採用されている。それは，被用者による Third-party
――
14 RESTATEMENT THIRD §C20 cmt. b.
15 RESTATEMENT THIRD §C20 cmt. d.
16 ibid. さらに，本リステイトメントは，労災補償給付を使用者と被用者との「和解（settlement）」に相当す
るものであると解釈して第三当事者被告の負担を最大限まで軽減する方法を提示しているが，使用者の責任
割合を反映した負担額が労災補償給付額を上回る場合，被用者は現実に被った全損害を補するには程遠い
金額を甘受せざるを得なくなるという問題が生じるという。RESTATEMENT THIRD §C20 reporters' note cmt.
d ; Andrew R. Klein, Apportionment of Liability in Workplace Injury Cases, 26 BERKELEY JOURNAL OF EMPLOY-
MENT & LABOR LAW. 8486 (2005).
17 こうした事情は，労働災害に対する排他的救済としての性格を有する労災補償制度が労使間の妥協の産物で
あるという歴史的経緯に因るところが大きい。RESTATEMENT THIRD §C20 reporters' note cmt. b.
18 RESTATEMENT THIRD §C21 cmt. b. 統一比較過失法案公表から本リステイトメントの公刊までの間，7 つの州
（コネチカット，ミシガン，ミネソタ，ミズーリ，モンタナ，ニューハンプシャー，オレゴン）が再配分制
度を立法化した。しかし，アメリカの大部分の州が寄与過失の要素を残す修正型比較過失を採用している影
響からか，再配分制度の適用範囲が州によって大いに異なる。例えば，ミネソタ州では，製造物責任訴訟の
場面においては，製造及び流通の過程に関与している被告にのみ責任の再配分が可能である（MINN. STAT.
§604.02, subd. 2,3.）。ミシガン州では，再配分制度の適用は医療過誤訴訟の場面に限られる（MICH. STAT.
§600.6304(6)(b)）。オレゴン州では，責任の再配分は，認定された責任割合が25を超え，かつそれが原
告の責任割合よりも大きい被告にのみ可能である（OREG. STAT. §31.610(4)(a)(b)）。See RESTATEMENT
THIRD §17 ; Mike Steenson, Recent Legislative Responses to the Rule of Joint and Several Liability, 23 TORT &
INS. L. J. (1987).
action において第三当事者被告が被用者の損害につき使用者にも何らかの責任があると主張した際
に，使用者の責任割合に応じて，◯被用者に対する損害賠償金の減額を認める規定と，◯使用者に
対する第三当事者被告の求償を認める規定である。
そして本条の(a)(i)と(a)(ii)は，◯又は◯のいずれかを採用している州がそれぞれ，原告が受領
する損害賠償の減額上限又は第三当事者被告の求償上限を使用者の労災補償給付額に設定している
という現状を反映したものである14。
本リステイトメントはこの二つの特別な規定を採用した根拠を「公正さ（fairness）」と「管理上
の利便性（administrative convenience）」に置いている15。すなわち，いずれかの規定を採用する
ことで，使用者に被用者に対する責任割合を負担させることができる。その際，損害賠償の減額上
限又は求償上限が労災補償給付額に設定されているので労災補償制度の理論との矛盾は生じず，独
立不法行為者である第三当事者被告が被用者（被害者）に対して全ての損害賠償責任を負うのを回
避することができ，また，使用者が第三当事者被告に代位権を行使する手間を省くこともできる16。
ただし，ほとんどの州は前記◯・◯のいずれも採用していない。従って，本条(b)に規定されて
いるように，被用者による Third-party action において使用者の責任割合を認定することは認めら
れないのが大勢である17。
第 C21 条は，再配分制度を立法化した州の運用実態を鑑みて18，再配分制度の最大公約数的な
ルールを定める。すなわち，求償判決における被告の執行不可能を決定するのは裁判所であり，被
告の執行不可能を立証するのは当該被告から自己の負担額の超過分を回収する資格のある他の被告
――
19 RESTATEMENT THIRD §C21 cmt. b, c.
20 RESTATEMENT THIRD §C21 cmt. d.
21 RESTATEMENT THIRD §C21 reporters' note cmt. d. なお，申立期限の起算点は，判決が執行力を有した時が
最も妥当であるとする。
22 RESTATEMENT THIRD §C21 cmt. a ; See also DAN B. DOBBS ET AL., supra note 6, at 901.
23 RESTATEMENT THIRD §C21 cmt. k.
24 Ibid.
である。
執行不可能に該当する事由として，基本的には被告の無資力あるいは債務不履行が挙げられる
が，被告が海外におり，合理的な調査を尽くしてもその居所が掴めない場合や隠匿資産を特定でき
ない場合も該当事由として挙げられている19。また，被告による執行不可能の申立は合理的な期間
内になされるべきとしている20。州により若干の異同があり，かつ立法府の裁量事項に属すること
から，本リステイトメントは具体的な申立期限について条文中に明記することは避けたが，統一比
較過失法案同様，1 年間が最も一般的な期間であるとの立場に立っている21。
第 C21 条(b)は再配分制度の例外的ルールを定める。すなわち，本リステイトメント第12条が規
定する故意不法行為者（intentional tortfeasor），第13条が規定する代位責任（vicarious liability）
を負う者，第14条が規定する，故意不法行為の特定のリスクから原告を保護することを怠ったこ
とに責任がある不法行為者（tortfeasor liable for failure to protect the plaintiŠ from the speciˆc
risk of an intentional tort），及び第15条が規定する共謀行為者（persons acting in concert）に対し
ては再配分制度を利用することができない旨を規定する。
本リステイトメントは，ある被告が無資力に陥った場合においてトラック A（連帯責任）が内
包する不公平とトラック B（個別責任）が内包する不公平を解消する制度としてトラック C の再
配分制度が最も公平性を確保できるとしている22。しかし同時に，裁判所が求償判決の執行不可能
を宣言する前に被告が原告に支払った損害賠償金が散逸するリスクが本リステイトメントの懸念す
るところとなっており，再配分制度を採用しているいずれの州もこのリスクを考慮に入れた立法化
をしていないと指摘している23。このリスクに対応するには，例えば，裁判所が，ある被告に対す
る執行・回収可能性に疑念を抱いた時，原告に支払われる損害賠償金のうち一定額（再配分制度の
利用によって被告に返還することになるであろう額）について，第三者預託口座（escrow account）
を開設し，そこに保証金（bond）を支払うよう原告に命ずるなどといった特別な措置を講じなけ
ればならないとされる24。
第章 トラック D 比較責任の比率の閾値に基づく混合責任（Hybrid Liability Based
on Threshold Percentage of Comparative Responsibility）
トラック D は，不可分の損害を引き起こした独立不法行為者に対して，ある一定の責任比率を
基準として連帯責任又は個別責任を課すアプローチについて 2 箇条定める。
――
25 RESTATEMENT THIRD §D18 cmt. b, reporters' note cmt. b.
26 RESTATEMENT THIRD §D18 cmt. d, illus. 1.
【第 D18 条】 不可分の損害に関する複数の不法行為者の責任
「複数人の独立の不法な行為が不可分の損害の法的原因である場合，法定の閾値と等しいかある
いはそれを上回る比較責任の比率を割り当てられる各被告は連帯責任を負い，そして，第12条
（故意不法行為者）を例外として，法定の閾値を下回る比較責任の比率を割り当てられる各被告は，
個別責任を負う。」
【第 D19 条】 責任の割当連帯責任を負う被告と個別責任を負う被告
「(a) 一人又は複数の被告が不可分の損害に関して個別に責任を負うと判断され，そして少なく
とも一人の被告及びもう一人の当事者，和解不法行為者，又は特定された者が原告の損害の法的原
因である不法な行為に従事したと事実認定者によって認定され得る場合，そのような当事者，和解
不法行為者，及び他の特定された者のそれぞれは，比較責任の比率の割当のために事実認定者に付
託される。
(b) 全ての被告が不可分の損害に関して連帯責任を負うと判断され得るのみである場合，原告の
損害の法的原因である不法な行為に従事したと事実認定者によって認定され得る各当事者及び各和
解不法行為者は，比較責任の比率の割当のために事実認定者に付託される。」
原告に不可分の損害を引き起こした独立不法行為に対して課す責任形態の判断の拠り所を法定の
閾値，すなわちある一定の基準に求め，その基準以上のあるいはその基準を上回る責任割合を割り
当てられた被告には連帯責任，その基準に満たない責任割合を割り当てられた被告には個別責任を
課すというアプローチは，州の大部分が不法行為法改革の一環として寄与過失を廃止して比較過失
に転換した1980年代以降，一部の州の制定法において採用され始めた25。
トラック D の運用例は次の通りである26。B と C の独立の不法な行為が A に不可分の損害を生
じさせ，A は B と C を訴えた。事実認定者は B に25の責任を割り当て，B は故意不法行為者で
あると認定した。そして，A には50の責任が，過失不法行為者である C には25の責任が割り
当てられ，A の損害額は100,000ドルであると認定された。この場合，第12条に基づき，B は A に
対して50,000ドルについて連帯責任を負うことになる。一方，C が A に対して50,000ドルについ
て連帯責任を負うことになるのか，あるいは25,000ドルについて個別責任を負うことになるのか
は，事件を審理する裁判所が準拠する州法で定められている法定閾値が25以上あるいはそれを
超えているかどうかによって決まる。
本リステイトメントによれば，このようなアプローチを採用した理論的根拠は，各独立不法行為
者が被害者に対して全部連帯責任を負う際に（トラック A の提示するアプローチ），比較的わずか
――
27 RESTATEMENT THIRD §D18 cmt. c.
28 515 So.2d 198 (Fla.1987).
29 RESTATEMENT THIRD §D18 reporters' note cmt. c. もっとも，中には，Disney World 事件のようなケースは
十分な資力を有し，かつ事件に対する「最安価費用回避者（cheapest cost avoider）」である企業が被告にな
ることがほとんどであるから，現実問題としては不公平ではないと指摘する論者もいる。Frank J. Vandall,
supra note 12, at 586.
30 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. c, g, reporters' note cmt. g.
31 Frank J. Vandall, supra note 12, at 585.
32「50」が慣例となりつつあるけれども，トラック D が効果的に機能するにはその閾値は高すぎるとのコメ
ントはしている。RESTATEMENT THIRD §17 cmt. a, §D18 reporters' note cmt. g.
な責任しか負わない被告に生ずるかもしれない不公平（被害者に対して全部賠償責任を負うこと，
他の被告の無資力のリスクを負うこと）を解消するところにあるという27。
本リステイトメントは，この不公平を表す極端なケースの一つとしてフロリダ州最高裁判所の
Walt Disney World Co. v. Wood 判決28 を挙げている。本判決は，フロリダ州にあるウォルト・デ
ィズニー・ワールド・リゾート（Walt Disney World Resort : WDW）でバンパーカーを使ったア
トラクションに興じていた女性が，婚約者の男性（訴訟提起後，原告の女性と結婚）の乗っていた
バンパーカーに衝突され，負傷したことにつき WDW を訴えた事件に対する上訴審判決である。
WDW は女性からの訴えに対して彼女の婚約者の男性を訴訟に引き込み，男性もまた原告の損害
に寄与していると主張した。事実認定者は被害者である女性に14，婚約者の男性に85，WDW
に 1の責任を認定した。しかし，婚約者の男性の無資力が認定されたため，WDW が被害者に対
して全損害の86について連帯責任を負うと判示した原審の判断をフロリダ州最高裁は是認し
た。本リステイトメントは，上記のような事例が決して多くはないことを認めつつも，わずかな責
任しか負わない被告が不釣り合いなほどに多くの責任を負う事態が近年増加傾向にあるという懸念
を抱いている29。
しかし，本リステイトメントは同時に，トラック D が孕む法定閾値の恣意性が生ぜしめるデメ
リットを認めている30。現在，約10の州がトラック D のアプローチを立法化しているが，法定閾
値は10から60までとかなりのばらつきがあり，中には，特定の閾値を定めず，原告の責任割
合を上回るか否かで，独立不法行為者が原告に対して連帯責任を負うか否かを決定する州もある。
このことは，不可分の損害を引き起こした独立不法行為者に対して連帯責任を課すか個別責任を課
すかにつき，ある特定の閾値が別の閾値よりも正当性に富むと主張できる統一的な理論的・政策的
根拠が存在しないことを意味する。そのため，トラック D は，法定閾値の設定に関して立法府が
恣意的な推量をすることを許す手引であるに過ぎず，被害者の不利になるような法定閾値にも正当
性が付与されるおそれがあると問題視する論者もいるが31，本リステイトメントは特定の基準を条
文中に明記することは回避している32。
第 D19 条は，原告の不可分の損害に関し法的責任はあるが，人的管轄権（personal jurisdiction）
又は事物管轄権（subject matter jurisdiction）の欠如等を理由として，訴訟当事者（party）として
――
33 See RESTATEMENT THIRD §10, §A1819.
34 See RESTATEMENT THIRD §11, §B1819.
35 RESTATEMENT THIRD §D19 cmt. j.
訴訟に併合されていない者，すなわち非当事者（nonparty条文中では「特定された者（identi-
ˆed person）」のことを指す）に対する責任の割当の可否に関する規定である。
通常，複数の被告が原告に対して連帯責任を負うとする原則（トラック A）の下では，原告は，
被告のいずれか又は全員から回復可能な損害賠償額全てを得ることができるので，訴訟当事者では
ない者に責任を割り当てることはできない33。このことを反映しているのが本条の(b)であり，す
なわち，被告の全員がそれぞれ法定の閾値以上あるいはそれを上回る責任を割り当てられ，原告の
不可分の損害に関して連帯責任を負う場合には，非当事者に責任を割り当てることはできない。
反対に，複数の被告が原告に対して個別責任を負うとする原則（トラック B）の下では，被告は，
自己に認定された責任割合を反映する損害賠償の部分に対してのみ責任を負うことになるので，潜
在的な被告である非当事者に対して責任を割り当てることができる34。このことを反映しているの
が本条の(a)であり，すなわち，複数の被告のうちいずれかの者が法定の閾値に満たない責任割合
を認定された場合には，非当事者にも責任を割り当てることができる。
本条は，各独立不法行為者に割り当てられた責任割合がある一定の基準に達するか否かをもって
訴訟当事者として訴訟に併合されていない者に対する責任の割当の可否を判断することにより，比
較的わずかな責任しか負わない被告が原告の不可分の損害に対して全部賠償責任を負うという事態
を回避しようとしている。しかし，通常，非当事者を訴訟に併合する義務は，連帯責任原則の下で
は被告に，個別責任原則の下では原告に課されるということと，被告の責任割合が法定の閾値に達
するかどうかは，事実審裁判所で評決（verdict）がなされるまで分からないということを鑑みる
と，訴訟当事者（とりわけ原告）が併合義務の有無を判断するにつき予測可能性に欠けると本リス
テイトメントは指摘している35。
第章 トラック E 損害の類型に基づく混合責任（Hybrid Liability Based on Type of
Damages）
トラック E は，原告に不可分の損害を引き起こした独立不法行為者に対して連帯責任を課すか
個別責任を課すかを原告が被った損害の類型で判断するアプローチについて 2 箇条定める。
【第 E18 条】 不可分の損害に関する複数の不法行為者の責任
「複数人の独立の不法な行為が不可分の損害の法的原因である場合，各被告は，回復可能な損害
賠償金のうち経済的損害の部分に関して連帯責任を負い，第12条（故意不法行為者）及び第15条
（共謀行為者）の規定は例外として，非経済的損害に関して個別責任を負う。」
――
36 ここでは，``economic'' と ``pecuniary''，``noneconomic'' と ``nonpecuniary'' は言い換え可能であるとされ
ている。RESTATEMENT THIRD §17 cmt. a, §E18 cmt. a.
37 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. b, reporters' note cmt. b.
38 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. c.
39 Ibid.
【第 E19 条】 責任の割当経済的損害に関して連帯責任及び非経済的損害に関して個別責任
「(a) 原告が不可分の損害に関して経済的損害のみについて回復し得る場合，そして，少なくと
も一人の被告及びもう一人の当事者又は和解不法行為者が原告の損害の法的原因である不法な行為
に従事したと事実認定者によって認定され得る場合，そのような当事者及び和解不法行為者のそれ
ぞれは，比較責任の比率の割当のために事実認定者に付託される。
(b) 原告が非経済的損害を回復し得る時，そして少なくとも一人の被告及びもう一人の当事者，
和解不法行為者，又は特定された者が原告の損害の法的原因である不法な行為に従事したと事実認
定者によって認定され得る場合，そのような当事者，和解不法行為者，又は特定された者のそれぞ
れは，比較責任の比率の割当のために事実認定者に付託される。」
トラック E は，原告に不可分の損害を引き起こした独立不法行為者に対して連帯責任を負わせ
るか個別責任を負わせるかの判断の拠り所を，原告が被った損害が経済的損害（economic
damages）か非経済的損害（noneconomic damages）かに求めており36，このようなアプローチは，
トラック D と同様，州の大部分が不法行為法改革の一環として寄与過失を廃止して比較過失に転
換した1980年代以降，一部の州の制定法において採用され始めた37。
第 E18 条によれば，経済的損害とは，損害評価額の評価・算定についての客観的な指標が存在
する損害項目のことを指す。具体的には，過去及び将来の賃金喪失（past and future wage loss），
医療費（medical and care expenses），葬祭費（burial costs），財産損害（damage to property），
財産の使用の喪失（loss of use of property），修繕費（costs of repair），家事労働力の喪失（lost
domestic services），ビジネス機会又は雇用機会の喪失（loss of business or employment opportuni-
ties）などが挙げられている38。なお，労働能力の喪失（lost earning capacity）は，一般にはその
評価・算定が困難とされるが，将来の賃金喪失を評価・算定する際の一考慮事由と解されていると
の理由で，経済的損害として扱われている39。
非経済的損害とは，損害評価額の評価・算定についての客観的な指標がないため，その評価・算
定が困難とされる損害項目のことを指す。具体的には，肉体的精神的苦痛（pain and suŠering），
不便（inconvenience），外観の損傷（disˆgurement），精神的苦痛（emotional distress），共同生
活及び親密な関係の喪失（loss of society and companionship），生活の享楽の喪失（loss of enjoy-
ment of life, hedonic damages），家事労働力の喪失を除く配偶者権の喪失（loss of consortium
other than lost domestic services)40，侮辱（humiliation）などの無形（intangible）の損害項目が
――
40 本リステイトメントは，家事労働力の喪失が，配偶者権の喪失に係る請求の一要素になる場合があることを
認識しつつも，家事労働力の喪失を配偶者権の喪失に係る請求の他の要素とは区別する立場に立っている。
そのような立場に立つ理由として，メリーランド州特別控訴裁判所の判決（Edmonds v. Murphy, 573 A.2d
853 (Md.Ct.Spec.App.1990））と同州の上訴裁判所の判決（United States v. Searle, 584 A.2d 1263 (Md.
1991））を参照判例として挙げ，後者の法廷意見の一部を引用している。すなわち，「家事労働力の喪失は，
……喪失したそれらの労働力の市場価値に立脚しており，その評価は金銭的（pecuniary）である。……そ
れらは家事労働者（domestic worker）が提供することができるサービスであり，その再調達価額（replace-
ment value）は，当該サービスに関して一般的であるとされている賃率（wage rate）によって算定される」
という。RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. c.
41 Ibid. なお，本リステイトメントは，「経済的損失（economic loss）」については，不法行為法ではなく契約
法の保護射程内の損害であるとして，非経済的損害と区別している。See East River Steamship Corp. v.
Transamerica Delaval, Inc., 476 U.S. 858, 106 S.Ct. 2295, 90 L.Ed.2d 865 (1986) ; See also Gary T.
Schwartz, Economic Loss in American Tort Law : The Examples of J'Aire and of Products Liability, 23 SAN
DIEGO L. REV. 37 (1986) ; Robert L. Ravin, Tort Recovery for Negligently In‰icted Economic Loss: A Reassess-
ment, 37 STAN. L. REV. 1513 (1985).
42 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. e, illus. 1.
43 トラック E のアプローチを立法化している州は 8 つあるが，本リステイトメントは，そのうち特にカリフォ
ルニア州，ネブラスカ州，ニューヨーク州の制定法を参照法令として挙げている。RESTATEMENT THIRD
§E18 reporters' note cmt. c.
44 ibid.
挙げられている41。
トラック E の運用例は次の通りである42。アミューズメント施設の乗り物で負傷した A は，乗
り物の製造業者である B，アミューズメント施設の所有者である C，誤って A の乗り物と衝突し
た D を訴えた。事実認定者は，A は，過去及び将来の賃金喪失で20,000ドル，医療費で30,000ド
ル，肉体的精神的苦痛で100,000ドルの損害を被ったと認定した。A には20，B には10，C に
は20，D には50の責任が割り当てられた。裁判所は，B，C，D は A の経済的損害について
40,000ドルの連帯責任を負い，非経済的損害については，B は10,000ドル，C は20,000ドル，D は
50,000ドルの個別責任を負うとの判決を下した。
ある損害項目が経済的損害あるいは非経済的損害のいずれに属するのかについての区分は，トラ
ック E のアプローチを既に立法化していた州の制定法に基づいている43。編集者によれば，損害項
目の区分に関して控訴・上訴審裁判所の裁判官が意見を述べた例は実際には報告されていないとい
う44。
トラック E のアプローチは，被告の無資力のリスクを原告を含む他の責任のある訴訟当事者間
で割り当てるのに合理的かつ賢明な方法の一つであると考えられている。すなわち，原告の経済的
損害について責任を負う被告の無資力のリスクは他の被告が負い，反対に，原告の非経済的損害に
ついて責任を負う被告の無資力のリスクは原告が負うことになる。このような，経済的損害の回復
を非経済的損害の回復よりも優先させる考え方は，概してそのほとんどが経済的損害の迅速な補償
を目的とし，非経済的損害の補償を否定ないしは制限する傾向にあるノーフォルト補償制度に類似
――
45 RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. d.
46 ibid.
47 RESTATEMENT THIRD §E18 cmt. d.
48 RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. d ; See M. Stuart Madden, Selected Federal Tort Reform and
Restatement Proposals Through the Lenses of Corrective Justice and E‹ciency, 32 GA. L. REV. 1074 (1998).
49 RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. d.
50 See Frank J. Vandall, supra note 12, at 590.
51 RESTATEMENT THIRD §E18 reporters' note cmt. d ; See Kwasny v. United States, 823 F.2d 194 (7th
Cir.1987).
しているという45。また，概して，非経済的損害は，その評価・算定に変動性（variability）と恣
意性（arbitrariness）が生じやすいため，その賠償が著しく射倖的になりやすいといった懸念もト
ラック E が非経済的損害に対する連帯責任を排除する基礎としているところである46。
しかし，トラック E の考え方を用いると，原告に帰すべき責任がなく，かつ原告が被った損害
の大部分が非経済的損害である場合など，特定の状況下では原告間に相当程度の不公平が生じるこ
とがある。すなわち，医療費やリハビリ費用を除いて，事故に起因する経済的損害の額は所得水準
が高いほど多くなる。従って，所得水準が低い原告が自己に被った損害を埋め合わせるには，補償
の大部分を非経済的損害に対する賠償に頼らざるを得ない。トラック E は，非経済的損害につい
て被告に個別責任を課すため，原告の所得水準が低ければ低いほど，原告が負担することになる被
告の無資力のリスクが高まる47。また，経済的損害の回復についても，収入の喪失（lost earnings）
が経済的損害の重要な要素であるから，より所得水準が高く，かつより責任割合が低い方が，回復
可能性が高いとされる48。
さらに，非経済的損害の評価・算定の困難を理由に非経済的損害に対する連帯責任を排除するこ
とは，不法行為の抑止の減退に繋がるという。確かに，非経済的損害の評価・算定は困難であり，
多分に恣意的であるけれども，非経済的損害こそ正に実際の損害（real injury）を表象するもので
ある49。例えば，強姦事件では強姦による精神的なトラウマのレベルが，交通事故では脚の損傷に
よる情緒障害のレベルが，身体的損害のレベルを大いに上回るだろう50。被害者がそのような非経
済的損害を回復できないリスクが高まれば，不法行為者が過失（negligence）に関して支払う費用
（予防コスト）の低下，被害者が事故に関して支払う費用の増加，延いては，社会的費用（social
cost）の増加を招く故に，その回復の保証は，不法行為の抑止の観点から正当化されるべきである
と指摘する51。
第 E19 条は，第 D19 条と同様，原告の不可分の損害に関し法的責任はあるが，訴訟当事者とし
て訴訟に併合されていない非当事者，すなわち潜在的責任当事者に対する責任の割当の可否に関す
る規定である。
第 E19 条は，次の点において第 D19 条と異なる。まず，第 E19 条(a)は，原告に対して引き起
こされた不可分の損害の類型が経済的損害のみである場合，各独立不法行為者は原告に対して連帯
――
52 RESTATEMENT THIRD §E19 cmt. i.
53 Frank J. Vandall, supra note 12, at 591.
責任を負うことになるので，非当事者に責任を割り当てることはできない旨を規定する。
反対に，第 E19 条(b)は，原告に対して引き起こされた不可分の損害のうち，非経済的損害に属
する損害項目がある場合，各独立不法行為者はその損害については自己に認定された責任割合を反
映する損害賠償の部分に対してのみ責任を負うことになるので，潜在的な被告である非当事者に対
して責任を割り当てることができる旨を規定する。
原告が被ったとされる損害の項目が経済的損害に属するか非経済的損害に属するかは，大抵は事
実審理までに判明するので，第 D19 条において指摘されたような，非当事者の併合義務が訴訟当
事者のいずれに課されるかにつき，事実審裁判所の評決後まで判断し難いという事態は原則として
起こらないと思われる。
第 E19 条は，原告が被ったとされる損害が経済的損害に属するか否かを基準として，訴訟当事
者として訴訟に併合されていない者に対する責任の割当の可否を判断することにより，被告が，そ
の評価・算定が恣意的であり，かつ変動しやすい非経済的損害に対して全部賠償責任を負うという
事態を回避しようとしている52。しかし，非経済的損害について非当事者を訴訟に併合する義務
は，第 D19 条において指摘されたように，原告に帰すべき責任がなく，かつ原告が被った損害の
大部分が非経済的損害である場合には，特に低所得者層に属する原告にとって損害回復の重い障害
になると考えられている53。
むすびに代えて
これまで，我が国における競合的不法行為の場面での多数当事者間の不法行為責任の分担のあり
方への示唆を得ることを目的として，本リステイトメントが同様の場面おいて拠って立つ基本的立
場を考察してきた。
以上の考察から，第一に，本リステイトメントは，独立不法行為競合事例において不可分の損害
を引き起こした各独立不法行為者に課す責任形態として，連帯責任（トラック A），個別責任（ト
ラック B），あるいはこれら二つを何らかの基準をもって組み合わせる混合型の責任（トラック C
～E）のいずれも「原則」たり得るとの立場に立っている。もっとも，アメリカのほとんどの州は，
トラック A やトラック B のような純粋な責任形態から既に距離を置き，混合型の責任形態を採用
するに至っているため，本リステイトメントが独立不法行為競合の場面において提示する，多数当
事者間の責任分担方法は事実上，再配分型（トラック C），法定閾値型（トラック D），損害種別型
（トラック E）の三つに収斂されよう。
第二に，本リステイトメントが，あるべき責任分担方法としてトラック C～E を提示するに際し
て，原告の過失もまた損害全体の法的原因である場合に，被告の無資力のリスクを原告・被告間で
――
どのように配分するのが公平かという観点を議論の中心に据えていることが明らかとなった。いわ
ゆる損害の公平な分担だけでなく，被害者の救済（損害の補），加害行為の抑止，加害者への制
裁など数多くの見解が不法行為制度の主たる目的とされている我が国においては，本リステイトメ
ントのトラック C～E のアプローチが，被告の無資力のリスクを原告を含む他の訴訟当事者間で割
り当てるのに合理的な方法であると直截的に判断することは躊躇われる。それでも，再配分制度な
どの我が国にはない創造的精神に富む立法的産物が，我が国での問題を解決する上で有用な素材と
なる可能性は捨て切れないであろう。
本稿では，本リステイトメントが最も仔細に取り上げている独立不法行為競合事例における多数
当事者間の責任分担に関して，連帯責任と個別責任の要素を組み合わせた混合型の責任原則アプ
ローチに重きを置いて考察してきた。序論でも述べた通り，これまで本リステイトメントの骨格さ
え紹介されることがほとんどなかったのであるから，その骨格を明らかにする作業それ自体に意義
があるとすることは十分可能であろう。
しかし，我が国の競合的不法行為事例における多数当事者間の責任分担方法としての原則連帯責
任，例外分割責任の構造を再考するには，本リステイトメントの基本姿勢を明らかにするだけでな
く，アメリカの同様な事例における独立不法行為者に対する連帯責任原則が如何にして支配的な原
則となり，如何にしてその原則に修正が施されるに至ったのかをも，アメリカ不法行為法の根底に
ある思想や歴史的背景を探りつつ，明らかにする必要がある。アメリカ不法行為法における連帯責
任論の淵源に遡って初めて，本リステイトメントが提示するアプローチが，我が国における多数当
事者間の不法行為責任の分担のあり方を見直すための新たな視点をもたらすと考えられるからであ
る。この点については今後の研究課題とし，本稿では，本リステイトメントの内容の考察が，上記
の新たな視点をもたらす貴重な糸口になり得るという私見を述べるに留める。
